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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は「株主の皆様」、「お客様」、「従業員」等の利害関係者がそれぞれ公正な利益を得ることが企業価値の向上並びに企業の健全な成長の
ためには必要不可欠と考えております。株主の皆様より提供された資本を安全に正しく有効に活用し、食を通じてお客様に喜ばれ、満足していた
だくことで収益を得ていくことを基本理念としております。

　企業の成長を維持していくために、当社は関係者に理解を得られる透明性の高い、健全かつ信頼性の高いコーポレート・ガバナンス体制の構築
を重要課題と考えております。激しく変化する経営環境に対処し、経営の効率化、意思決定の迅速化や、監督機能を強化した組織体制を目指し、
諸施策に取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４ 議決権の電子行使、招集通知の英訳】

　当社では、株主数における機関投資家比率（国内外合わせて１％未満）に鑑みて、現在のところ会社法上の電子投票制度の採用及び議決権電
子行使プラットフォームへの参加は行っておりません。また、外国人比率も１％未満であることから招集通知の英訳も行っておりませんが、これら
の制度の採否については、今後株主の皆様のご要望等を参考にし検討してまいります。

【補充原則１－２－５ 信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家等の株主総会での議決権行使等の対応の検討】

　当社では、株主総会における議決権は、株主名簿に記載されている株主のみが行使できるものとしており、信託銀行等の名義で株式を保有す
るいわゆる実質株主による株主総会への出席や、議決権の行使については、その者が実質株主であることの確認手続きや、議決権の二重行使
等のおそれの課題があることと、信託銀行等の所有株式数が１％未満であることから、現時点では認めておりません。これらについては今後信託
銀行等と協議のうえ適切な対応を検討してまいります。

【補充原則３－１－２ 英語での情報の開示・提供】

　当社の株主はほとんどが日本国内の個人株主であり、外国人株主は（全株主数の１％未満）ほとんどいないため英語での開示は実施しておりま
せんが、今後株主の皆様のご要望等を参考に検討してまいります。

【補充原則４－２－１ 経営陣の中長期的な業績連動報酬、自社株報酬の適切な割合設定】

　現在、当社の経営陣の報酬については、中期的な業績に連動する報酬及び自社株報酬を導入しておりません。今後、持続的な成長に向けた報
酬体系の見直しを検討し、中期的な業績に連動する報酬及び自社株報酬の導入についても検討してまいります。

【補充原則４－10－１ 諮問委員会設置等による取締役の指名・報酬などの重要な事項に関する独立社外取締役の適切な関与・助言】

　当社では、独立社外取締役を２名選任しております。独立社外取締役は取締役会の過半数には達しておりませんが、独立社外取締役を含む監
査等委員である取締役が、取締役７名中３名を占めております。各独立社外取締役とも、豊富な専門知識と経営経験を活かして、取締役会や各
取締役への意見を述べるとともに、必要に応じて助言を行っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４ いわゆる政策保有株式】

　当社は、取引先との協力関係を強化し、より円滑に事業活動を進めることを目的に、政策保有株式として、取引先の株式を保有しております。保
有に際しては、取引関係の強化によって得られる当社の利益と必要となる投資額等を総合的に勘案のうえ、投資判断を行っております。

　当社は、政策保有株式の議決権行使については、その議案の内容を精査し、当該企業の持続的な企業価値の向上を通じた取引関係の維持・
強化に資するかを判断のうえ、適切に議決権を行使しております。

　尚、近年の経営環境の変化を踏まえ、今後は株式の政策保有を解消して行く方向と致します。

【原則１－７ 関連当事者間の取引】

　当社が取締役と取引を行う場合は、取締役会で事前の承認行うこととしており、これにより、取引の監視を行っております。

　また、当社が主要株主等と取引を行う場合は、一般的な取引と同様、所定の規定に基づき承認することとしており、その内容は有価証券報告書
において開示しております。

【原則３－１ 情報開示の充実】

　（ｉ) 会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　　当社は、「食」を通しての社会貢献を目指しており、具体的には企業理念・成長戦略等を定め、当社ホームページで公表しております。

　（ii) 本コードのそれぞれの原則を踏まえたコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　　本報告書「I－１．基本的な考え方」に記載しております。

　(iii) 取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続き

　　　取締役の報酬を決定するにあたっての方針は以下の通りであります。

　　　業務執行取締役の基本報酬は、世間水準や事業の状況等を勘案し、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内で取締役会決議に



　　より決定致します。また、業務執行取締役の業績連動報酬に関しては、会社の事業成果等を反映し支給される場合があり、その金額は、株主

　　総会において承認された報酬限度額の範囲内で取締役会の決議により支給総額を決定し、代表取締役が配分額を決定致します。

　　　監査等委員取締役の報酬は、基本報酬のみで構成され、業績反映の要素はなく職責に応じて、株主総会において承認された報酬限度額の

　　範囲内で監査等委員の協議により決定しております。

　(iv) 取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・社外取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

　　　取締役及び社外取締役の指名にあたっては、性別、年齢、国籍の区別なく、それぞれの資質・識見・経験等を十分考慮の上、その職務と責

　　任を全うできる適任者を指名する方針としております。取締役候補者及び社外取締役候補者の指名は、代表取締役が候補者を選定し取締役

　　会で決議しております。

　(v) 取締役会が上記(iv)を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役・社外取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　　　取締役の選任・指名については、「株主総会招集ご通知」に略歴等を記載しております。

　　　社外取締役については、個々の選任理由を「株主総会招集ご通知」に記載しております。

【補充原則４－１－１ 取締役会の役割・責務(1)】

　当社は、コーポレート・ガバナンス体制として、監査等委員会設置会社を選択しております。監査等委員会設置会社においては、取締役会におけ
る議決権を有する監査等委員である取締役が監査を行うことによる監査・監督の実効性の向上と、内部監査部門を活用した監査の実施による内
部統制の実効性の向上が図れるものと考えております。

　また、当社は定款において、取締役会の決議によって重要な業務執行の決定の全部又は一部を取締役に委任することができる旨定めておりま
す。これにより、個別の業務執行については、社内規程に基づく意思決定によるものとすることで経営陣に委ね、取締役会としては経営陣の業務
執行を監督する機能の強化を意図しております。

【原則４－８ 独立社外取締役の有効な活用】

　当社は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する識見と経験を備えた独立社外取締役２名を選任しております。

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社の社外取締役は、独立性を保つため、以下に定める要件を満たすものとする。

　１．当社又はその子会社の業務執行者（*１）ではなく、過去10年間においても業務執行者でなかったこと。

　２．当社の会計監査人のパートナー又は当社の監査に従事する社員等ではなく、最近２年間、当社の監査業務を担当したことがないこと。

　３．当社の大株主（直接・間接に10％以上の議決権を保有する者）の業務執行者、もしくは当社が大株主である会社の業務執行者でないこと。

　４．当社の主要な借入先（*２）の業務執行者ではなく、最近２年間においても業務執行者ではなかったこと。

　５．当社の主要な取引先（*３）の業務執行者ではなく、最近２年間においても業務執行者ではなかったこと。

　６．弁護士やコンサルタント等であって、当社より、役員報酬以外に年間1,000万円を超える報酬を受領している者でないこと。

　７．当社より、年間1,000万円を超える寄付金を受領している団体の業務執行者でないこと。

　８．当社の取締役の二親等以内の親族でないこと。

　９．当社との間で、取締役・監査役又は執行役員を相互に派遣している関係でないこと。

　（注）

　*１ 業務執行者とは、業務執行を行う取締役及び執行役並びに重要な使用人を言う。

　*２ 主要な借入先とは、連結総資産の２％以上に相当する金額の借入先を言う。

　*３ 主要な取引先とは、ある取引先との当社の連結ベースでの取引額が、当該取引先の最終事業年度における年間連結売上の２％の金額を

　　　超える取引先を言う。

【補充原則４－１１－１ 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　１．当社の取締役会は、会社の各機能と各事業部門をカバーできるバランスを確保しつつ、経営判断に優れた取締役により構成しており、意思

　　　決定の迅速化を踏まえ必要人員に絞った体制にしております。

　２．取締役会の規模に関しては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の人員枠を10名、監査等委員である取締役の枠を５名としており、

　　　現状の取締役会の規模は業務執行取締役４名、監査等委員である取締役３名としております。

【補充原則４－１１－２ 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　社外取締役をはじめ、取締役が、他社の役員等を兼任している場合においては、当社の取締役としての役割・責務を適切に遂行するために必要
となる時間・労力を確保するために、合理的な範囲の兼任数であるべきとの考えから、当社の業務に支障が無いことを確認しております。

　今後、兼任が発生する場合においては、その兼任が合理的な範囲内であるかを取締役会において判断を行います。また、その兼任状況を開示
するものといたします。

【補充原則４－１１－３ 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　毎年1回、取締役会は、自己評価等の方法により、取締役会全体の実効性の分析・評価をアンケートによる方法で実施致します。

　2017年度の取締役会の実効性評価について、その結果の概要は以下のとおりです。

　取締役会の実効性評価のため、全取締役及び全監査役に対し実効性アンケートを実施致しました。その集計結果を取締役会において各取締役
が確認をし、概ね当社の取締役会の実効性は総じて確保され、取締役会の運営方法や、取締役会における議論の状況等は概ね適切であると認
識しております。

　上記の評価結果を踏まえ、すべての項目において高い評価となるよう当社は、業務執行の効率や機動性をさらに高めるとともに、取締役会によ
る監督を一層充実させる等、引き続き取締役会の実効性の向上を図ってまいります。

【補充原則４－１４－２ 取締役・監査役のトレーニング】

　当社においては、その時々の経営環境に適した内容のセミナーへの参加等により、取締役・監査等委員として業務遂行上必要となる知識の習
得を行っております。

　また、社外取締役に対しては、当社の事業・課題の理解を深めることを目的として、随時、当社の事業戦略、財務内容、リスクマネジメントについ
ての説明や、その他、経営監督・監査に必要な重要情報の提供を行っております。

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、株主との建設的な対話を進めるよう努めております。

　１．当社における株主との対話については、代表取締役社長の下に、総務部、経営企画室、経理部が連携して対応しております。

　２．株主との対話を促進するために、社内の関係各部は必要な情報の共有など、積極的に連携を進め、適時・適切な情報開示を行っておりま



　　　す。

　３．定時株主総会後に株主との対話会を開催することにより、多くの株主からの意見・要望の共有ができると同時に、当社経営陣の考えを直接、

　　　多くの株主に伝えることができることから、本対話会は非常に重要な株主との対話の場と位置付けております。

　４．決算確定後、投資家説明会を行っており、これにより投資家の当社に対する理解を深め、持続的成長のための基盤の充実を目指してまいり

　　　ます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社コロワイド 93,544,166 50.69

株式会社足利銀行 500,988 0.27

ＤＦＡ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ－ＪＡＰＡＮＥＳＥ ＳＭＡＬＬ ＣＯＭＰＡＮＹ ＳＥＲＩＥＳ 500,091 0.27

ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＦＯＲＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴＳＭ ＬＳＣＢ ＲＤ 461,100 0.25

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 450,600 0.24

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５１５１ 401,443 0.22

ＢＢＨ ＦＯＲ ＶＡＮＧＵＡＲＤ ＤＥＶＥＬＯＰＥＤ ＭＡＲＫＥＴＳ ＩＮＤＥＸ ＦＵＮＤ 391,379 0.21

井上　ヒロ子 347,138 0.19

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ － ＴＲＥＡＴＹ ５０５２３４ 335,987 0.18

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 335,300 0.18

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社コロワイド　（上場：東京）　（コード）　7616

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部、名古屋 第二部

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当社は、全株主にとっての株主価値の最大化を目指し、業績向上による企業価値の増大に努めており、株式会社コロワイドを含むコロワイドグ
ループとの関係につきましては、独立性を保つことを基本としております。コロワイドグループ内の取引につきましてもこれに基づき、市価を基準と
して公正に行うことを方針としております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社は、親会社である株式会社コロワイドを中核としたコロワイドグループに属しており、同社は、当社の普通株式9,354万株（議決権比率
50.8％）を所有しております。

　同グループは、直営飲食店チェーン、FC事業の多店舗展開、カラオケハウスチェーン、各種食料品及び製造・加工品等の提供等の事業を営ん
でおり、当社は直営飲食店チェーン事業、FC事業の多店舗展開事業、カラオケハウスチェーン事業の一部を担当しております。

　当社の事業は同グループの主力事業と重複しており、相互協力体制にあります。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

才門麻子 他の会社の出身者

小川高正 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

才門麻子 ○ ○ ―――

経営の透明性を図るため、女性が働きやすい
環境・活躍できる場を作るための指導、助言を
仰ぐため、社外取締役として選任しております。

また、当社との特別の利害関係がなく、一般株
主との利益相反が生ずるおそれがないため、
独立役員に指定しております。

小川高正 ○ ○ ―――

経営の透明性を図るため、店舗運営等の豊富
な経験と専門的な知識から指導、助言を仰ぐた
め、社外取締役として選任しております。

また、当社との特別の利害関係がなく、一般株
主との利益相反が生ずるおそれがないため、
独立役員に指定しております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

　監査等委員会は、内部監査室との連携により監査を実施することから、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を設置しておりません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会と会計監査人は相互の監査結果の情報交換を随時行っており、当社の業務執行状況及び管理会計業務の把握と監視を行ってお
ります。

　内部監査室は監査等委員会との協力関係の下、各種規程に基づき、法令遵守、業務執行の健全性を含めて管理面の監査、指導を行い、監査
等委員会及び業務執行取締役への報告を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　業務執行取締役は1年毎に株主総会で選任されますので年度毎の報酬額は株主総会後の取締役会で決定しております。

　当社の取締役報酬は、定額報酬を基礎としたうえで、当期の業績を考慮するものとなっており、部分的に業績連動報酬を導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明



　個人別の役員報酬の開示については１億円を超えるものについて義務化されているものであり、当社では１億円を超えるものがないため個人別
は開示致しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役のサポート体制】

　当社は、監査等委員会設置会社であり、社外取締役は監査等委員であります。

　監査等委員会のサポート体制は、上記の監査等委員会に記載のとおりです。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

　該当事項はありません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　平成30年６月14日現在の取締役会は取締役７名で構成され、月１回以上開催し、会社の経営方針、法令事項等、経営に関する重要事項の意思
決定および業務遂行状況の管理がなされています。

　業務運営につきましては、円滑な運営を行うための組織体制の確立および整備に努め、責任体制を明確にしております。業務に関する重要な事
項等は、営業会議および店長会議を通して事業状況の把握と分析、組織全体での情報の共有を行い、適切な運営に努めております。

　監査体制につきましては、平成30年６月14日現在において内部監査室７名が監査等委員会との協力関係の下、各種規程に基づき、法令遵守、
業務執行の健全性も含めて管理面の監査指導を行っております。内部監査室は各店舗を巡回し、業務執行の状況を把握し、指導を行い、監査等
委員会および業務執行取締役への報告を行っております。

　監査等委員会は、常勤監査等委員を中心に、監査法人および顧問弁護士との連携の下、業務執行の適法性、妥当性を監査しております。

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、根本剛光氏、川口靖仁氏及び新名谷寛昌氏の３名であり、いずれも有限責任 あずさ監査法人

に所属しております。会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士６名、その他８名となっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は監査等委員会を設置しております。外部からのチェック機能の強化という観点から、監査等委員である取締役３名のうち２名の社外取締
役を選任し、経営監視機能の充実を図っております。各社外取締役は取締役会において、経営管理及び外食企業のあり方の観点から、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行うこととしております。また、各社外取締役から監査等委員会において、当社の経
営上有用な指摘、意見、その他必要な助言をいただき、経営の透明性と適正性を確保してまいります。

　上記内容により、継続的な社外からのチェックを受けており、経営監視機能の客観性および中立性確保の体制は十分であると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
平成30年６月開催の第47回定時株主総会につきましては、招集通知を法定期限より早く
発送しており、また自社のホームページに発送日の４日前に掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定
平成30年６月開催の第47回定時株主総会につきましては、集中日を回避し、６月14日に
開催しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

中間決算期（第２四半期）、決算期に説明会を行い、当社事業の内容、展開等
について説明を行っております。

なし

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書、決算短信、決算説明会資料および月次売上等の近況報告
ならびに適時開示文書の掲載等を行っております。

その他

株主総会後には「対話会」をもち、直接、株主様からご質問・ご意見をいただ
き、当社経営陣が、直接、ご回答・ご説明することで、双方向でのコミュニケー
ションの向上を図っております。

また、名古屋証券取引所主催の「名証ＩＲエキスポ」へ、過去19年間にわたり毎
年出展しており、アナリストおよび一般投資家の皆様への企業説明を行うとと
もに、当社へのご意見を伺っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

実施していません。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、コンプライアンスを徹底し、リスクを管理しながら業務を適正かつ効率的に遂行するとともに、財務報告の信頼性を確保するために、内
部統制システム構築の基本方針を以下のとおり定めております。

１. 当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、経営理念および社是・モットー並びに経営の基本方針に則った「行動規範」を制定し、代表取締役がその精神を当社および子会社の役
職者をはじめ全使用人に継続的に伝達することにより、法令および社会倫理の遵守を企業活動の基本方針とすることを徹底する。

　代表取締役は、管理本部長を当社および子会社のコンプライアンス全体に関する総括責任者として任命し、コンプライアンス体制の構築、維持・
整備にあたる。

　監査等委員会および内部監査室は連携し、当社および子会社のコンプライアンス体制の調査、法令および定款上の問題の有無を調査し、取締
役会に報告する。取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直すものとする。法令上疑義のある行為等について当社および子会社の従業
員等が直接情報提供を行う手段としてホットラインを設置・運営する。

　また、当社は、財務報告の信頼性確保および金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、代表
取締役の指示の下、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し必要な是正を行うとともに、金融商品
取引法およびその他関係法令等との適合性を確保する。

　

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務に係る情報の保存および管理は、当社の文書管理規程に基づき、文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し保存す
る。

　取締役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

３. 当社および子会社の損失の危険に関する規程その他の体制

　当社は、当社および子会社のコンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスクについて、規則・ガイドラインの制定、マニュ
アルの作成・配布、研修等の実施により、リスク管理体制の維持・整備を図るものとする。

　組織横断的リスク状況の監視および全社的対応は管理本部長が統括して行うものとし、新たに生じたリスクについては取締役会においてすみや
かに対応責任者となる取締役を定める。

４. 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、取締役会において、当社および子会社の取締役および社員が共有する全社的な目標を定め、その目標達成のために各部門および子
会社の具体的目標および会社の権限分配・意思決定ルールに基づく効率的な達成の方法を定め、ITを活用して取締役が定期的に進捗状況をレ
ビューし、改善を促すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

５. 当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社および子会社から成る企業集団における業務の

適正を確保するための体制

　子会社の取締役等は、当社の関係会社管理規程に基づき、営業成績および財務状況その他重要な情報について、定期または随時に当社取締
役会に報告するものとする。

　企業集団において当社の経営理念、社是、行動規範に基づいた倫理・法令遵守、定款遵守の周知徹底をし、コンプライアンスに対する知識の習
得、意識の向上を促進するための研修・教育体制の支援を行う。

　当社のリスク管理規程に基づき、子会社毎の固有なリスク管理を行うための規定等の整備の支援を行い、企業集団におけるリスク管理体制お
よび危機管理体制の準備を行う。

　当社監査等委員会および内部監査室が定期的に当社および子会社の監査を実施し、企業集団における業務の適正の確保を行う。

６. 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独

立性および当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項

　監査等委員会は、内部監査室所属の社員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとする。

　監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた社員はその命令に関して、監査等委員である取締役以外の取締役の指揮命令をうけないも
のとし、監査等委員会に係る業務を優先して従事するものとする。

７. 当社および子会社の取締役および使用人等が監査等委員会に報告をするための体制および報告した者が当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保する体制

　当社および子会社の取締役および使用人等は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社および子会社に重大な影響を及ぼす事項、
内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況およびその内容をすみやかに報告するものとする。

　当社の内部通報制度に基づき、当社および子会社の取締役および使用人等に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うこと
を禁止するものとする。

８. 監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用等の請求をしたときは、当該請求に係る費用が監査等委員の職務の執行に必要で
ないと認められる場合を除き、所定の手続きに従い、当該費用を負担するものとする。

９. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役および使用人に説明を求めることとし、その独立性と
権限により監査の実効性を確保するものとする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力を排除していくことは企業としての責務であり、業務の適正を確保するために必要な事項であることを全ての取締役および使用人
が深く認識し、その被害防止に向けて体制の整備を行うものとする。

　社内の体制としては、反社会的勢力排除に関する統括部署を定め、所轄警察、弁護士と緊密な連携をとり、常に情報の収集を行うとともに、社
内教育にも積極的に取り組むものとする。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


